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証 券 コ ー ド  6 3 4 3 

2 0 1 9 年 6 月 1 1 日 

株 主 各 位 
東京都千代田区神田東松下町１７番地  

フリージア・マクロス株式会社 

代表取締役社長  奥山一寸法師 
 

第 76 回定時株主総会招集ご通知 

 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、当社第 76 回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。 

なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行

使書用紙に賛否をご表示いただき、2019年 6月 26日（水曜日）午後 6時までに到着す

るよう折り返しご送付くださいますようお願い申し上げます。 

敬具 

記 

１．日 時   2019年 6月 27日（木曜日）午後 4時 00分（受付開始：午後 3時）  

 

２．場 所   東京都千代田区神田東松下町 17番地 

  フリージアグループ本社ビル１階 

 

３．株主総会の目的事項 

報告事項 １．第 76期（2018年 4月 1日から 2019年 3月 31日まで） 

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の 

連結計算書類監査結果報告の件 

２．第 76期（2018年 4月 1日から 2019年 3月 31日まで） 

計算書類報告の件 

 

決議事項  第１号議案  剰余金の処分の件 

第２号議案  取締役(監査等委員である取締役を除く)4名選任の件 

第３号議案  監査等委員である取締役 2名選任の件 

第４号議案  会計監査人の選任の件 

 

  ４．その他招集にあたっての決定事項 

①代理人による議決権行使 

株主総会にご出席いただけない場合は、議決権を有する他の株主 1名を代理

人として株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明す

る書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。 
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     ②インターネット開示事項 

本招集ご通知に添付すべき書類のうち、「連結注記表」および「個別注記表」

につきましては、法令及び当社定款第 19 条の規定に基づき、インターネット

上の当社ウェブサイト( http://www.freesiamacross-extruder.com/jp/)に

掲載いたしております。 

従いまして、本招集ご通知添付書類は、監査報告を作成するのに際して、

監査等委員会および会計監査人が監査をした連結計算書類または計算書類

の一部であります。 

 

                                                     

お願い 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提示くださ

いますようお願い申し上げます。なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計

算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイ

ト(http://www.freesiamacross-extruder.com/jp/)に掲載させていただきます。 
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（添付資料） 

事 業 報 告 

自 平成 30年４月 １日 

至 平成 31年３月 31日 

 

１．企業集団の現況に関する事項 

１－１.事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、設備投資の増加や個人消費の持ち直しなど国内需要に牽

引される形で、景気回復基調が続いております。 

しかしながら、米中貿易摩擦、中国経済の停滞懸念など、先行き不透明な状況にあります。 

かかる情勢の下での当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の経営成績は、売上

高は、7,738百万円と前年同期に比べ389百万円（4.8％）減少しましたが、固定費等のコストの削

減により、営業利益は、712百万円と前年同期と比べ44百万円（6.6％）の増益となりました。経常

利益は、前年同期に生じていたソレキア株式会社の持分法適用関連会社化に係る負ののれんがなか

ったことにより、965百万円と前年同期に比べ117百万円（10.8％）の減益、親会社株主に帰属する

当期純利益は377百万円と前年同期に比べ246百万円（39.5％）の減益となりました。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

         (単位：千円) 

セグメントの名称 製 品 内 容 売 上 高 セグメント利益 

製造供給事業 

押出機、土木試験機、ＡＴＭ筐体 

各種容器、プリント基板等、地中掘削

用ドリル、マシン 

 

2,766,716 

 

1,459 

 

住宅関連事業 

 

ログハウス、高級スウェーデン住宅、

マンション等、住宅の防蟻、防水、断

熱、防腐等の工事及び販売用不動産 

 

5,432,421 

 

595,929 

投資・流通サービス事業 

投資・再生支援、パソコン周辺機器・

部品及びソフト 

 

 

345,156 

 

82,921 

                連結消去 △805,808 31,975 

         差引連結売上高又は連結営業利益 7,738,486 712,284 

  

① 製造供給事業 

本事業においては、押出機の売上等は前年同期と比較して堅調に推移したものの、ATM筐体等の

販売が伸び悩んだ結果、売上高は2,766百万円と前年同期に比べ272百万円減少しました。しかしな

がら、その変動費・固定費等を圧縮した結果、セグメント利益は1百万円（前年同期セグメント損

失90百万円）とわずかながら利益を確保することができました。 

  

② 住宅関連事業 

本事業においては、マンションの建設を控えていること及び防水工事など施工物件の減少によ

り、売上高は5,432百万円と前年同期に比べ185百万円減少しましたが、販管費の減少などにより、

セグメント利益は595百万円と前年同期に比べ29百万円の減少とその減少幅は小幅にとどまりまし

た。 

 

③ 投資・流通サービス事業 

本事業においては、売上高は345百万円と前年同期に比べ58百万円減少し、セグメント利益は、

82百万円と前年同期に比べ1百万円の減少となりました。 
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１－２.資金調達等についての状況 

（１）資金調達 

重要な該当事項はありません。 

（２）設備投資 

重要な該当事項はありません。 

（３）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割 

  重要な該当事項はありません。 

（４）他の会社（外国会社を含む。）の事業の譲受け 

重要な該当事項はありません。 

（５）吸収合併（会社以外の者との合併（当該合併後当該株式会社が存続するものに限る。）を含む。）又

は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継 

重要な該当事項はありません。 

（６）他の会社（外国会社を含む。）の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分 

重要な該当事項はありません。 

 

１－３.直前三事業年度及び当期の財産及び損益の状況 

          （単位：千円） 

 第 73期 

平成 27年度 

第 74期 

平成 28年度 

第 75期 

平成 29年度 

第 76期 

平成 30年度 

売上高 10,233,991 8,744,944 8,127,504 7,738,486 

経常利益 1,014,345 574,232 1,082,895 965,467 

親会社株主に帰属する

当期純利益 

253,536 879,688 624,317 377,591 

1 株当たり当期純利益 0円 56銭 1円 95銭 13円 87 銭 8円 39銭 

総資産  18,747,041 19,743,353 20,271,750 20,827,119 

純資産 9,116,456 9,493,449 10,176,241 10,713,311 

(注)１． 売上高、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益、総資産、純資産は千円未満を切捨てて表示しておりま

す。 

(注)２． １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。 

(注)３． 当社は、平成30年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。上記状況は、前連

結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、「一株当たり当期純利益」を算定しております。 

(注)４. 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当連結会計年度の

期首から適用しており、前連結会計年度 に係る指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指

標等となっております。 

１－４.対処すべき課題 

グループ全体としては、援助を要請している中小企業への経営や資金の援助に注力し、グループの力

による再建を図り、併せてグループの拡大強化を行いつつあります。また、同時に、当グループの基本

理念であります「配給」の一層の浸透により、財務基盤の健全化、強化へ努力を集中いたします。 

 

１－５.企業集団の主要なセグメント（平成 31年 3月 31日現在） 

セグメントの名称        主要製品・事業内容 

製造供給事業 

 

押出機、土木試験機の製造、販売 

プリント基板等の製造、販売 

ＡＴＭ筐体等の受注、製造、販売 

紙、アルミ容器、各種食品容器類の製造、販売 

地中掘削用ドリル、マシンの製造、販売 

住宅関連事業 

  

  

 

 

ログハウス、高級スウエーデン住宅の企画、調査、

設計、施工、監理及び家具、附帯設備の製造供給 

住宅の防蟻、防水、防腐、断熱等の工事施工 

マンションの建築及び販売 

販売用不動産の売買、賃貸、管理 

不動産の賃貸、管理 

投資・流通サービス事業 投資･再生支援事業、パソコン周辺機器等 
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１－６.企業集団の主要拠点等 

（１）主要な営業所及び工場（平成 31年３月 31日現在） 

① 当社                        

名   称 所  在  地 

本社 東京都千代田区神田東松下町 

埼玉工場 埼玉県加須市 

② 子会社 

名   称 所  在  地 

フリージアハウス㈱本社 東京都千代田区神田東松下町 

京都工場 京都市南区上鳥羽 

フリージアトレーディング㈱本社 東京都千代田区外神田 

        直営店舗 東京都千代田区外神田 

光栄工業㈱本社 岩手県北上市 

     東北工場 岩手県北上市 

㈱ケーシー 本社 北海道小樽市色内 

㈱ユタカフードパック 東京都千代田区神田東松下町 

㈱ピコイ本社 東京都千代田区神田東松下町 

    支店出張所 各都道府県内 32市 

フリージア・オート技研㈱ 東京都千代田区神田東松下町 

秋田電子㈱ 東京都台東区上野 

フリージア・アロケートコンサルティング㈱ 東京都千代田区神田東松下町 

石油鑿井機製作㈱ 茨城県古河市 

㈱セキサク 東京都千代田区神田東松下町 

 

（２）使用人の状況（平成 31年 3月 31日現在） 

 ①企業集団の使用人の状況 

使用人数 前連結会計年度末比増減 

471(99)名 ) 10名減(2名減) 

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（）内に年間の平均人数を外数で記載しております。 

  ②当社の使用人の状況 

使用人数 前期比増減数 

29(5)名  2名減(－) 

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（）内に年間の平均人数を外数で記載しております。 

 

１－７.子会社の状況 

     名 称    議 決 権 比 率    主要な事業内容 

フリージアハウス㈱        0％〔100%〕 住宅関連事業 

フリージアトレーディング㈱        0％〔100%〕 投資・流通サービス事業 

光栄工業㈱ 99％ 製造供給事業 

㈱ピコイ        0％〔77.7%〕 住宅関連事業 

㈱ユタカフードパック 10％〔 90%〕 製造供給事業 

㈱ケーシー        0％〔100%〕 住宅関連事業 

フリージア・オート技研㈱ 0％〔100%〕 製造供給事業 

秋田電子㈱ 0％〔100%〕 製造供給事業 

ﾌﾘｰｼﾞｱ・ｱﾛｹｰﾄｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱        0％〔100%〕 住宅関連事業 

石油鑿井機製作㈱       0.5％〔99.5%〕 製造供給事業 

㈱セキサク      0.5％〔99.5%〕 製造供給事業 

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。 

      ２．当社の議決権比率の[外数]は、緊密な者の所有割合であります。 

      ３．当社の連結子会社は、上記の重要な子会社11社であり、持分法適用会社は3社であります。 

４．特定完全子会社に該当する子会社はありません。 
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 １－８.主要な借入先及び借入額                  （平成 31年３月 31日現在） 

       借 入 先         借 入 残 高 

東京スター銀行         2,369,406(千円） 

きらぼし銀行     1,366,170(千円） 

東日本銀行         1,204,382(千円） 

 

１－９.剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定め（会社法第 459条第１項）があるときの 

       権限の行使に関する方針 

該当事項はありません。 

１－１０.その他企業集団の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

２．株式に関する事項 

２－１.上位 10名の株主の状況 

２－２.その他株式に関する重要な事項 

①発行可能株式総数 180,000,000株 

②発行済株式の総数  45,007,254株（自己株式 92,066株を除く） 

③当事業年度末の株主数      7,041名 

④上位 10名の株主 

   株 主 名      持 株 数     持 株 比 率 

フリージアホールディングス㈱ 26,004,544 57.7％ 

夢みつけ隊㈱ 1,185,100 2.6％ 

フリージア・アロケートコンサルテ

ィング㈱ 

509,700 1.1％ 

ダイトーエムイー㈱ 400,000 0.8％ 

㈱３７６ 391,000 0.8％ 

佐々木 ベジ 298,500 0.6％ 

桧垣 千寿子 287,000 0.6％ 

永田 光春 274,700 0.6％ 

㈱ケーシー 270,300 0.6％ 

刀根 康浩 239,600 0.5％ 

（注）１．上記以外に㈱証券保管振替機構名義の失念株式が242千株あります。 

（注）２．持株比率は自己株式（92,066株）を控除して計算しております。 

 

３．新株予約権等に関する事項    

該当事項はありません。 

 

４．会社役員に関する事項 

４－１.氏名、地位及び担当、重要な兼職の状況           （平成 31年３月 31日現在）  

      氏名     地位及び担当    重要な兼職の状況 

奥山 一寸法師 代表取締役社長 ﾌﾘｰｼﾞｱﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱ 代表取締役 

ﾌﾘｰｼﾞｱ・ｵｰﾄ技研㈱ 代表取締役 

Daito Me Holdings Co.,Ltd総経理 

ソレキア㈱監査役 

㈱協和コンサルタンツ 監査役 

    佐々木 ベジ 取締役会長 技研ホールディングス㈱代表取締

役 

技研興業㈱ 取締役会長 

夢みつけ隊㈱ 代表取締役 

㈱ピコイ  代表取締役 

㈱セキサク 代表取締役 

Daito Me Holdings Co.,Ltd董事長 
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ソレキア㈱取締役 

㈱協和コンサルタンツ 取締役 

    伊藤 保彦 取締役 

試験機事業本部長兼工場長 

 

    久田 利一 取締役 

押出機事業本部長兼副工場長 

 

    河村 穣介 取締役（監査等委員）  

    星野 綾 取締役（監査等委員）  

    小畑 元 取締役（監査等委員） 技研ホールディングス㈱取締役（監

査等委員） 
（注）1．取締役（監査等委員）星野綾氏及び小畑元氏は社外取締役であります。 

（注）2． 当社は、取締役（監査等委員）星野綾氏及び小畑元氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。 

（注）3．常勤の監査等委員（監査委員）の選定の有無及びその理由 

      監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を実施して 

いるため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員を選定しておりません。 

  

４－２.辞任した会社役員又は解任された会社役員に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４－３.取締役の報酬等の総額 

 (当事業年度に係る役員の報酬等の総額） 

   区 分        人   数     報 酬 等 の額 

  取締役（監査等委員を除く）       3名 18,840千円 

  取締役（監査等委員） 

    （うち社外取締役） 

      1名 

（1名） 

  60千円 

  （60千円） 

    合 計 

（うち社外役員） 

      4名 

     （１名） 

18,900千円 

  （60千円） 
（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。  

２．上記には、平成30年6月27日開催の第75回定時株主総会終結の時をもって退任をした取締役（監査等委員である 

取締役）を含んでおります。 

３．取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、平成27年6月26日開催の第72回定時株主総会にお    

いて5,500万円以内と決議いただいております。 

４．取締役（監査等委員である取締役）の報酬限度額は、平成27年6月26日開催の第72回定時株主総会において 

1,500万円以内と決議いただいております。 

 

４－４.その他会社役員に関する重要な事項 

当会社は、取締役（取締役であった者を含む。）の会社法第 423条第 1項の責任につき、善意でかつ

重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内で、その責任を

免除することができ、また、当会社は、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）との間で、当

該取締役の会社法第 423条第 1項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないときは、あらかじめ

定める金額または法令が定める額のいずれか高い額を限度として責任を負担する契約を締結する

ことができる旨の定款の規定があります。 

 

（社外役員に関する事項） 

４－５.他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項 

該当事項はありません 

 

４－６.他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項 

取締役（監査等委員）小畑元氏は、技研ホールディングス㈱の取締役（監査等委員）であります。同

社は当社の持分法適用関連会社であります。 

 

４－７.自然人である親会社等、事業報告作成会社又は事業報告作成会社の特定関係事業者の業務執行者

又は役員との親族関係 
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該当事項はありません。 

 

 

４－８.各社外役員の主な活動状況 

（社外役員の主な活動状況） 

区分  氏 名   主な活動状況 
取締役（監

査等委員） 

星野 綾 

 

当事業年度開催の取締役会及び監査等委員会の全てに出席し、必要に応

じて、過去に歴任してきた監査役等の見識・知識等に基づき、長期的見

地から忌憚のない意見を述べるなど、取締役会の意思決定の適正性を確

保するための助言・提言を行っております。 

取締役（監

査等委員） 

小畑 元 

 

当事業年度開催の取締役会及び監査等委員会の全てに出席し、必要に応

じて、過去に歴任してきた監査役等の見識・知識等に基づき、長期的見

地から忌憚のない意見を述べるなど、取締役会の意思決定の適正性を確

保するための助言・提言を行っております。 

 

４－９.記載内容についての社外役員の意見 

上記社外役員に関する事項の記載内容に対して、社外取締役からの意見は特にありません。 

 

５．会計監査人に関する事項 

５－１.氏名又は名称 

清流監査法人 

５－２.辞任した又は解任された会計監査人に関する事項 

該当事項はありません。 

 

５－３.現在の業務停止処分に関する事項 

該当事項はありません。 

 

５－４.過去 2年間の業務停止処分に関する事項のうち、会社が事業報告の内容とすべきと判断した事項 

該当事項はありません。 

 

５－５.責任限定契約に関する事項 

当社は、平成 18年 6月 29 日開催の第 63回定時株主総会で定款を変更し、会計監査人の責任限定契

約に関する規定を設けております。しかし、現在、当社と会計監査人では責任限定契約を締結してはお

りません。 

 

５－６.企業集団全体での報酬等 

①  当事業年度に係わる会計監査人としての報酬等の額 15,000 千円  

②  当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額 

39,000 千円 

（注）1．当社の全ての子会社につきましても清流監査法人が会計監査人となっております。 

（注）2．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬

等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係わる報酬等の額にはこれら

の合計額を記載しております。 

（注）3．公認会計士法第2条第1項の業務以外に係る報酬等の額はございません。 

（注）4．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬の見積もりの算出根拠等が

適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいた

しました。 

 

５－７.解任又は不再任の決定の方針 

監査等委員会は、会計監査人の職務執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、

株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。 

監査等委員会は、会計監査人が会社法第 340 条第 1 項各号に定める項目に該当すると認められる場

合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定
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した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の

理由を報告いたします。 

 

６．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要 

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適

正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。 

 
６－１.当社および子会社の取締役、執行役その他これらの者に相当する者（以下、「取締役等」という。）

および使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１）取締役会は、法令および定款遵守の為の体制を含む内部統制システム構築の基本方針について決定

し、監査等委員会は、独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状況を含め、取締役の職務

執行を監査する。 

（２）取締役等および使用人（以下、「役職員」という。）を対象として、コンプライアンスに関する社内

研修等を実施し、役職員への周知徹底を図る。 

（３）取締役等は、会計監査人、顧問弁護士等と密接に連絡をとることにより、適時適切な指導及び助言

を受けるものとする。 

（４）役職員の法令・定款違反については、弁護士等と相談のうえ厳正な処罰を求めることとし、コンプ

ライアンスについての役職員の意識を高める。 

 

６－２.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（１）法令及び社内規定に従い、以下の文書（電磁的記録を含む、以下同じ。）を関連資料とともに保存

するものとする。 

① 株主総会議事録 

② 取締役会議事録 

③ 監査等委員会議事録 

④ その他経営上の重要会議議事録 

⑤ 上申書 

⑥ 契約書 

⑦ 会計帳簿、計算書類等及び連結計算書類 

⑧ 財務局その他の行政機関、金融商品取引所に提出した書類の写し 

（２）前項各号に定める文書は、会社法及び各税法等に定めた期間保存するとともに、必要に応じて閲覧

可能な状態を維持する。 

 
６－３.当社および子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

（１）リスク管理体制を経営の最重要課題の一つとして位置付ける。 

（２）以下のリスクにおける事業の継続を確保するための体制を整備する。 

  ①地震、洪水、事故、火災等の災害により重大な損失を被るリスク 

  ②役員・使用人の不適切な業務執行により生産・販売活動等に重大な支障を生じるリスク 

  ③ＩＴシステムが正常に機能しないことにより重大な被害を被るリスク 

  ④その他、取締役会が極めて重大と判断するリスク 

 

６－４.当社および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

以下の経営管理システムを用いて取締役の職務の執行の効率化を図る。 

（１）取締役会で決定された経営計画の達成状況を、毎月の取締役会で報告することによって現在の経営

状態の把握を行い、問題点があった場合の早期認識及び改善策の早期策定を可能にする。 

（２）取締役会は、必要に応じ、経営方針、経営戦略等の業務に関する重要事項の協議を目的として、常

勤役員及び各部署の責任者で構成する営業会議を取締役会の諮問機関として設置し、経営に関する重

要事項につき検討する。 

 
６－５.当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（１）当社グループとしての経営理念を共有するとともに、フリージアグループ行動規範を定め、コンプ

ライアンスの理念の統一を保ち、役職員への教育や研修を通じてグループ全体にコンプライアンス

の徹底を図る。 
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（２）当社子会社に対し業務の方針及び計画並びに執行状況に関する報告を課すとともに、当社子会社は

重要な事項について当社取締役会の承認を事前に求めるものとする。 

（３）当社の取締役が子会社の取締役又は監査役を兼務することにより子会社の業務を監督する。 

（４）当社グループは、社会の秩序と安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、取引を含めた一切の

関係を遮断し、有事においては法的対応も辞さず、外部専門機関との連携をはかりグループ一丸とな

って、毅然とした態度で対応する。 

 
６－６.子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

（１）子会社の業務計画及び業務執行の状況については、定期的に当社取締役会に報告されるものとす

る。 

（２）代表取締役は、必要に応じ、子会社から業務執行の状況の報告を求めるものとする。 

 
６－７.監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

（１）監査等委員会が補助使用人求めた場合、補助業務をする者（以下「補助使用人」という。）を配置

する。 

（２）補助使用人は、総務部に属する社員とする。 

 
６－８.前号の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

（１）補助使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分には、監査等委員会の承認を得なければならないもの

とする。 

（２）補助使用人は、監査等委員会の指揮命令に従い、指示を受けた業務を執行する。 

（３）取締役等は補助使用人が監査等委員会の必要に応じて監査等委員会の補助業務を行えるよう配慮す

るものとし、その職務を執行する上で不当な制約を受けることがないよう取り計らうものとする。 

 
６－９.当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人並びに子会社の取締役等、監査役及

び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制 
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役等、監査役及び

使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、次に定める事項を監査等委員会に報告するものとする。 

（１）定期的に報告する事項 

① 経営及び事業の遂行状況 

② 財務の状況 

③ リスク及びリスク管理の状況 

④ コンプライアンスの状況（事故、不正、苦情、トラブル等） 

 

（２）臨時的に報告すべき事項 

①  会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実 

② 取締役の職務執行に関して不正行為、法令、定款に違反する重大な事実 

③ 当局等から受けた行政処分等 

④ 重要な会計方針の変更及び会計基準等の制定・改廃 

⑤ その他上記各号に準ずる重要事項等 

 
６－１０.前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないこと確保

するための体制 

当社および当社子会社は、役職員が監査等委員会に報告をしたことを理由に報告者が不利益な取り

扱いを受けない対応をする。 

 
６－１１.監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

   監査等委員がその職務の執行について生じる費用の前払い等の請求をしたときは、監査等委員会

の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに処理をする。 

６－１２.その他監査等委員会の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制 

（１）代表取締役は、監査等委員会が代表取締役、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催するこ

とを妨げない。 
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（２）代表取締役は、監査等委員会に対し、社外の会計監査人、顧問弁護士等と連絡をとることにより、

監査等委員会が適時適切な指導及び助言を受けることができる体制を構築する。 

 

６－１３.財務報告の信頼性を確保するための体制 

   当社は、金融商品取引法が求める財務報告に係る内部統制評価制度に適切に対応するため、財務報

告の信頼性を確保する内部統制システムを構築する。 

 

６－１４.反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

（１）当社は、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会勢力とは一切関係を遮断し、これらの者に対

して毅然とした態度で対応することを基本方針としている。 

（２）反社会的勢力の対応統括部署を総務部とする。反社会的勢力に対する実際の対応については、不当

要求防止責任者を設置し、警察・弁護士等の外部の専門機関とも連携を図りつつ対応を行うものと

する。当社は、引き続き反社会的勢力排除のための体制を強化していく。 

 

７．体制の運用状況の概要 

 ①コンプライアンスの徹底を図るため、法務部が中心となり、コンプライアンスの状況・問題等の把

握及び報告、対応策の協議、並びに役職員への教育及び研修を実施いたしました。 

②当社の子会社の事業運営状況は、適宜取締役会若しくは代表取締役へ報告がなされており、子会社

の業務運営、経営管理の適正さを確保しております。 

③内部監査室は、年度監査計画に基づき、当社並びに子会社の内部統制の整備・運用状況をモニタリ

ングし、その監査結果を代表取締役及び監査等委員会へ適宜報告をしております。 

④監査等委員会は、監査等委員相互の情報交換を行うとともに、その補助使用人から報告を受け、業

務について調査・監査を行いました。 

⑤監査等委員会は、自ら監査を行うほか、会計監査人及び内部監査室と密な連携を図り、情報交換を

行うとともに、内部監査室にはその内部監査の結果の報告に関する指示を行い、会計監査人には適宜

その報告の説明を求め、会計に関する監査を行いました。 

 

８．株式会社の支配に関する基本方針 

当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、企業価値の極大化及び

株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考えております。 

現時点では特別な防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続き社会情勢等の変化を注視しつ

つ弾力的な検討を行ってまいります。 

 

９.剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社は、利益配分については、株主の皆様への継続的な配当と、事業の基盤の安定、経営体質・財務

体質の長期的な強化にむける内部留保の充実とを総合的に勘案し、バランスの取れた経営を行ってまい

ります。 

当社の配当金は、株主総会で決定しますが、当面は年度で 1 回、株主総会後に支払をする予定です。

なお、当期の配当金については、期末配当金として当初の予定通り、1 株あたり 50 銭とさせていただ

く予定であります。また、次期の配当金については、少なくとも当期配当金は維持し、少しでも上回れ

るよう努力いたします。 
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  連 結 貸 借 対 照 表  

  （平成 31年 3月 31日現在）  

  (単位：千円)  

  科   目 金  額 科   目 金  額  

  資 産 の 部 負 債 の 部  

  流 動 資 産 7,957,826 流 動 負 債 5,488,446  

    現金及び預金 1,673,051   支払手形及び買掛金 955,766  

   受取手形及び売掛金 824,843 短期借入金 1,664,843  

  
  たな卸資産 4,558,691 

   一年内返済予定の長期

借入金 
1,212,225 

 

    その他 920,551   一年内償還予定の社債 284,000  

    貸倒引当金 △19,311   未払金 282,558  

  固 定 資 産 12,869,293   未成工事受入金 28,005  

   有形固定資産 6,610,402   未払法人税等 329,184  

    建物及び構築物 2,894,509   完成工事補償引当金 39,598  

    機械装置及び運搬具 1,532,240   賞与引当金 25,330  

    土地 5,362,290   その他 666,934  

    その他 162,073 固 定 負 債 4,625,361  

    減価償却累計額 △3,110,409   社債 466,500  

    減損損失累計額 △230,302   長期借入金 3,479,877  

   無形固定資産 321,953   繰延税金負債 164,014  

     借地権 297,891   退職給付に係る負債 33,301  

    その他 24,062   負ののれん 155,813  

   投資その他の資産 5,936,937   その他 325,855  

    投資有価証券 895,732 負 債 合 計 10,113,808  

    関係会社株式 4,746,936       純 資 産 の 部 
 

    長期貸付金 35,489 株 主 資 本 7,089,743 

    繰延税金資産 54,808   資本金 2,077,766  

    その他 231,322   資本剰余金 973,814  

    貸倒引当金 △27,352   利益剰余金 4,058,191  

        自己株式 △20,028  

      その他の包括利益累計額 △180,004  

  
   

  その他有価証券評価差

額金 
△183,073 

 

  
   

退職給付に係る調整累

計額 
1,628 

 

        為替換算調整勘定 1,440  

 
    非 支 配 株 主 持 分 3,803,571  

 
    純 資 産 合 計 10,713,311  

 
資  産 合 計 20,827,119 負 債 純 資 産 合 計 20,827,119  

 

（注）表示単位は千円未満を切捨てております。 
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  連結損益計算書   

 

 
（自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31年 3 月 31 日） 

 

 
(単位：千円) 

 

 
科     目 金   額 

 

 
売  上  高   7,738,486 

 

 
売 上 原 価   4,099,950 

 

 
 売 上 総 利 益   3,638,536 

 

 
販売費及び一般管理費   2,926,251 

 

 
 営 業 利 益   712,284 

 

 
営 業 外 収 益     

 

 
  受取利息 10,634   

 

 
  受取配当金 962   

 

 
 持分法による投資利益 396,632   

 

 
 負ののれん償却額 21,905   

 

 
  その他 20,228 450,362 

 

 
営 業 外 費 用     

 

 
  支払利息 126,037   

 

 
  その他 71,142 197,179 

 

 
 経 常 利 益   965,467 

 

 
特 別 利 益     

 

 
 固定資産売却益 42,342 42,342 

 

 
特 別 損 失   

 

  固定資産除却損 32,792   

 
 減損損失 5 32,798 

 

 
 税金等調整前当期純利益  975,010 

 

 
 法人税、住民税及び事業税 344,448  

 

 
 法 人 税 等 調 整 額 △20,618 323,830 

 

 
 当 期 純 利 益  651,180 

 

 
 非支配株主に帰属する当期純利益  273,589 

 

 
 親会社株主に帰属する当期純利益  377,591 

 

 
（注）表示単位は千円未満を切捨てております。 
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連結株主資本等変動計算書  

 （自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日）  
 (単位：千円)  

 

 
  

株    主    資    本  
 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本 

合計   

 
当期首残高 2,077,766 973,816 3,702,714 △ 19,732 6,734,563 

  

 
当期変動額           

  

 
剰余金の配当     △22,114  △22,114 

  

 

親会社株主に帰属

する当期純利益 
    377,591  377,591 

  

 
自己株式の取得      △302 △302 

  

 
自己株式の処分  △2  7 5   

 

株主資本以外の

項目の当期変動

額(純額) 

       

  

  当期変動額合計 － △2 355,477 △295 355,179 
  

  当期末残高 2,077,766 973,814 4,058,191 △20,028 7,089,743 
  

     

 

  

その他の包括利益累計額 

非支配 

株主持分 

純資産 

合計 

 

 

 その他有

価証券評価

差額金 

  退職給付に

係る調整累計

額 

為替換算調整

勘定 

その他の包

括利益累計

額合計  

 
当期首残高 △99,176 7,177 3,386 △88,612 3,530,290 10,176,241 

 
 

  
当期変動額             

 

  剰余金の配当      △22,114 
 

  

親会社株主に帰属

する当期純利益 
     377,591 

 

  自己株式の取得      △302 
 

 
自己株式の処分      5 

 

  

株主資本以外の

項目の当期変動

額(純額) 

△83,896 △5,549 △1,946 △91,391 273,281 181,889 

 

  当期変動額合計 △83,896 △5,549 △1,946 △91,391 273,281 537,069 
 

  当期末残高 △183,073 1,628 1,440 △180,004 3,803,571 10,713,311 
 

  （注）表示単位は千円未満を切捨てております。 
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  貸 借 対 照 表   

      （平成 31 年 3 月 31 日現在）   
  (単位：千円)  
  科   目 金  額 科   目 金  額  
  資 産 の 部 負 債 の 部  
  流動資産 5,739,407 流動負債 3,818,033  
    現金及び預金 1,457,140   支払手形 346,520  
    受取手形 20,434   買掛金 49,083  
    売掛金 90,734   短期借入金 2,640,301  

  
  たな卸資産 603,413 

   一年内返済予定の長期

借入金 
401,708 

 
    前渡金 20,906    一年内償還予定の社債 42,000  
    関係会社短期貸付金 3,272,589   未払金 87,642  
    前払費用 2,567   未払法人税等 66,219  
    その他 277,434   未払費用 83,660  
    貸倒引当金 △5,813   前受金 70,264  
  固定資産 4,002,583   預り金 26,139  
   有形固定資産 944,180   賞与引当金 3,000  
    建物 100,936   その他 1,494  
    構築物 1,604 固定負債 1,018,271  
    機械及び装置 98,165   長期借入金 906,691  
    工具、器具及び備品 1,846   社債 42,500  
    車両運搬具 0   退職給付引当金 9,379  
    土地 741,627   長期未払金 41,269  
   無形固定資産 7,574     その他 18,431  
    その他 7,574 負 債 合 計 4,836,305  
   投資その他の資産 3,050,828     純 資 産 の 部  
    投資有価証券 863,613 株主資本       5,024,731   

    関係会社株式 2,044,456   資本金 2,077,766  
    出資金 1,042   資本剰余金 973,814  
    繰延税金資産 20,060    資本準備金 973,803  
    投資不動産 70,977    その他資本剰余金 10  
    その他 50,678   利益剰余金 1,993,178  
       その他利益剰余金 1,993,178  
          特別償却準備金 35,752  
         繰越利益剰余金 1,957,426  
       自己株式 △20,028  
     評価・換算差額等 △119,046  
       その他有価証券評価差額金 △119,046  
     純 資 産 合 計 4,905,684  
  資  産 合 計 9,741,990 負 債 純 資 産 合 計 9,741,990  
  （注）表示単位は千円未満を切捨てております。  
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     損益計算書   
 

  （自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 
 

  (単位：千円) 
 

  科     目 金   額 
 

  売  上  高  707,031 
 

  売 上 原 価  350,155 
 

   売 上 総 利 益  356,876 
 

  販売費及び一般管理費  176,700 
 

   営 業 利 益  180,176 
 

  営 業 外 収 益   
 

    受取利息 30,466  
 

    受取配当金 23,965  
 

    その他 10,347 64,779 
 

  営 業 外 費 用   
 

    支払利息 47,010  
 

   支払手数料 37,260  
 

    その他 5,830 90,101 
 

   経 常 利 益  154,854 
 

   税引前当期純利益  154,854 
 

   法人税、住民税及び事業税 60,433  
 

   法 人 税 等 調 整 額 △10,310 50,123 
 

   当 期 純 利 益  104,731 
 

  （注）表示単位は千円未満を切捨てております。 
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  株主資本等変動計算書  
  （自 平成 30年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日）  
              （単位：千円）  
  

  

株      主      資      本  

  

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金  

  
資本   

準備金 

その他  

資本剰余

金 

資本剰余金

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余

金合計 

 

  特別償却 繰越利益  

  準備金 剰余金  

  当期首残高 2,077,766 973,803 12 973,816 52,390 1,858,561 1,910,952 
 

  当期変動額                

   剰余金の配当         △22,504 △22,504  

  
 特別償却準備金の取崩

し 
        △16,638 16,638 － 

 

   当期純利益          104,731 104,731 
 

   自己株式の取得             

 
自己株式の処分   △2 △2    

 

  
 株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
           

 

  当期変動額合計 － － △2 △2 △16,638 98,864 82,226 
 

  当期末残高 2,077,766 973,803 10 973,814 35,752 1,957,426 1,993,178 
 

          

 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 

   

 

自己株式 
株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・換算

差額等合計 

   

    

    

 
当期首残高 △ 19,732 4,942,801 △60,880 △60,880 4,881,921 

   

 
当期変動額           

   

  剰余金の配当   △22,504   △22,504    

 

 特別償却準備金の取崩

し 
  －     － 

   

  当期純利益  104,731   104,731    

  自己株式の取得 △302 △302   △302    

 
 自己株式の処分 7 5   5 

   

 

 株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
  △58,165 △58,165 △58,165 

   

 
当期変動額合計 △295 81,929 △58,165 △58,165 23,763 

   

 
当期末残高 △20,028 5,024,731 △119,046 △119,046 4,905,684 

   

 （注）表示単位は千円未満を切捨てております。    
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 連結計算書類に係る会計監査人の監査報告 

 

独立監査人の監査報告書 
令和元年 5月 30日 

フリージア・マクロス株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  清 流 監 査 法 人 
代 表 社 員  

公認会計士 加 悦  正 史㊞ 
業務執行社員 

   

業務執行社員 公認会計士 志 藤     篤㊞ 

 

 当監査法人は、会社法第 444条第 4項の規定に基づき、フリージア・マクロス株式会社の平成 30

年 4月 1 日から平成 31年 3月 31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。 

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、フリージア・マクロス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算

書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上  
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会計監査人の監査報告 

 

独立監査人の監査報告書 
令和元年 5月 30日 

フリージア・マクロス株式会社 

取 締 役 会 御 中 

清 流 監 査 法 人 
代 表 社 員  

公認会計士 加 悦  正 史㊞ 
業務執行社員 

   

業務執行社員 公認会計士 志 藤    篤㊞ 

                

 当監査法人は、会社法第 436 条第 2 項第 1号の規定に基づき、フリージア・マクロス株式会社の平

成 30 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日までの第 76 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附

属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め

られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための

手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附

属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制

の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上  
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監査等委員会の監査報告 

 

監 査 報 告 書 

 

当監査等委員会は、平成 30 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日までの第 76 期事業年度における取

締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監査等委員会は、会社法第 399条の 13第 1項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の

内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等か

らその構築及び運用状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと

もに、下記の方法で監査を実施しました。 

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な

会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて

説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調

査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を

図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 17年 10月 28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認

められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人清流監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

   会計監査人清流監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

令和元年 6月 1日                              

フリージア・マクロス株式会社 監査等委員会 

監査等委員     河 村 穣 介㊞ 

監査等委員     星 野   綾㊞ 

監査等委員     小 畑   元㊞ 
（注）1.監査等委員星野綾氏及び小畑元氏は、会社法第２条第 15号及び第 331条第 6項に規定する社外取締役であ

ります。 

                                          以上 

  



21 

 

株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 

 

第１号議案 剰余金の処分の件 

当期の期末配当につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開とを勘案した上、

下記のとおりといたしたいと存じます。 

期末配当に関する事項 

⑴ 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその額 

当社普通株式１株につき金 0.5円 総額 22,503,627円 

⑵ 剰余金の配当が効力を生じる日 

2019年 6月 28日（金） 

 

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）4名選任の件 

本総会終結の時をもって取締役奥山一寸法師氏、佐々木ベジ氏、伊藤保彦氏、

久田利一氏は任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取

締役を除く）4名の選任をお願いするものであります。 

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は、次のとおりであります。 

候補

者番

号 

氏名 

（生年月日） 
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 

所有する 

当社株式 

の数 

1 
奥山 一寸法師 

（1960年 5月 5日生） 

2000年 3月 

 

フリージアトレーディング㈱ 

代表取締役社長（現在） 

118千株 

2007年 6月 当社代表取締役社長（現在） 

2010年 2月 フリージア・オート技研㈱ 

代表取締役（現在） 

2014年 2月 

 

2017年 9月 

Daito Me Holdings Co.,Ltd総

経理（現在） 

ソレキア㈱監査役（現在） 

2019年 2月 
㈱協和コンサルタンツ監査役

（現在） 

2 
佐々木 べジ 

（1955年 9月 26日生） 

1997年 9月 フリージアグループ会長（現在） 

298千株 

2008年 7月 ㈱ピコイ代表取締役（現在） 

2009年 9月 夢みつけ隊㈱  

代表取締役（現在） 

2009年 9月 当社取締役会長（現在） 

2014年 2月 

 

2014年 11月 

Daito Me Holdings Co.,Ltd董

事長（現在） 

㈱セキサク代表取締役（現在） 

2015年 6月 技研興業㈱取締役会長（現在） 

2016年 5月 フリージアホールディングス㈱

代表取締役（現在） 

2017年 9月 ソレキア㈱取締役（現在） 
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2018年 1月 技研ホールディングス㈱代表取

締役（現在） 

2019年 2月 ㈱協和コンサルタンツ取締役

（現在） 

3 
伊藤 保彦 

（1946年 11月 15日生） 

1993年 6月 

 

当社取締役試験機事業本部長 

（現在） 33千株 
1998年 6月 当社取締役工場長（現在） 

4 
久田 利一 

（1955年 3月 20日生） 

1998年 6月 当社取締役副工場長（現在） 

78千株 1999年 6月 

 

当社取締役押出機事業本部長 

（現在） 

（注）１ 取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者奥山一寸法師氏は、連結子会社で

あるフリージアトレーディング株式会社及びフリージア・オート技研株式会社の代表

取締役を兼務しており、両社と当社では金銭消費貸借契約を締結しております。 

（注）２ 取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者佐々木ベジ氏は、連結子会社であ

る株式会社ピコイの代表取締役を兼務しており、当社と株式会社ピコイとは金銭消費

貸借契約及び業務委託契約を締結しております。また、同氏は連結子会社である株式

会社セキサクの代表取締役も兼務しており、当社と株式会社セキサクとは金銭消費貸

借契約を締結しております。 

（注）３ 取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者伊藤保彦氏及び久田利一氏と当社

の間には、特別の利害関係はありません。 

（注）４ 「所有する当社株式の数」については、各候補者の 2019年 3月 31日現在の所有株

式数を記載しております。 

 

第３号議案 監査等委員である取締役 2名選任の件 

本総会終結の時をもって監査等委員である星野綾氏は任期満了となり、河村穣介氏

は辞任届の提出により本総会終了時に退任されることとなりました。つきましては、

監査等委員である取締役 2名の選任（１名再任、１名新任）をお願いするものであり

ます。 

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。また、監査等

委員である取締役各氏は特段の意見がない旨を確認しております。 

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補

者番

号 

氏名 

（生年月日） 
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 

所有する 

当社株式 

の数 

1 
星野 綾 

（1934年 9月 30日生） 

2000年 6月  財団法人人形美術協会 

理事就任（現在） 

13千株 2008年 6月 当社監査役 

2015年 6月 当社取締役（監査等委員） 

（現在） 

2 
森内 寿博 

（1976年 12月 26日生） 

2010年 6月 秋田ハウス㈱取締役（現在） 
－  

2016年 4月 ㈱ピコイ取締役 
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（注）1 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

（注）2 「所有する当社株式の数」については、各候補者の 2019年 3月 31日現在の所有株式

数を記載しております。 

（注）3 星野綾氏は、社外取締役候補者であります。 

(注）4 社外取締役候補者の選任理由および社外取締役としての職務を適切に遂行することがで

きると判断した理由について 

星野綾氏は、人形美術協会において、理事兼副理事長として理事長補佐および業務統

括としての経歴をもち、また平成 27 年 6 月 26 日の就任以来、当社の監査等委員である

社外取締役として在任しており、それらの経験に基づいた意見が信頼をおけるため、社

外取締役に就任となった場合においても、職務を適切に遂行いただくことが期待できる

ため、候補者に選任いたしました。同氏は過去に社外取締役または社外監査役となるこ

と以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外

取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。なお、同氏の当

社社外取締役の在任期間は本総会終結の時をもって 4 年であります。また、同氏は当社

において業務執行者でない役員（監査役）であったことがあります。 

（注）5 当社は、星野綾氏を東京証券取引所の定めに基づく独立委員として指定し、同取引所に

届け出ております。両氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定で

あります。 

（注）6 社外取締役候補者である星野綾氏は、過去 5 年間に当社または当社の特定関係事業者の

業務執行者になったことはありません。 

（注）7 社外取締役候補者である星野綾氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭

その他の財産（取締役または監査役としての報酬を除く）を受ける予定はなく、また過

去 2年間に受けていたこともありません。 

 

第４号議案 会計監査人の選任の件 

本総会終結の時をもって会計監査人である清流監査法人は任期満了により退任と

なります。つきましては、会計監査人の選任（新任）をお願いするものであります。 

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の決議によるものであります。また、

監査等委員である取締役各氏は特段の意見がない旨を確認しております。 

会計監査人候補者の概要は、次のとおりであります。 

名称 日栄監査法人 

所在地 東京都中央区日本橋室町四丁目 3番 12号 

沿革 1988年 2月 設立 

概要 

社員資本 3,750万円 

構成人員 代 表 社 員 5名 

 社   員 5名 

     公認会計士 22名 

その他職員 4名 

     合 計 36名 

関与先数 19社（平成 31年 4月現在） 
（注）1 監査等委員会が日栄監査法人を会計監査人の候補者とした理由 

当社は、長期にわたって清流監査法人を会計監査人として選任してきましたが、法令の

趣旨にかんがみ改めて会計監査人の評価・見直しを行うこととし、監査等委員会は当社の会
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計監査人の評価・選定基準に従って、同法人を含む複数の監査法人を対象に検討を行いまし

た。その結果、監査等委員会は、会計監査人の交代により新たな視点や手法による監査を通

じて当社財務情報のさらなる信頼性の向上が期待でき、日栄監査法人が会計監査人に必要と

される専門性、独立性および監査の品質管理体制を有していることから、同法人が適任であ

るものと判断しました。 

 

以上 
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会社案内図 
所在地 

〒101‐0042 

東京都千代田区神田東松下町 17番地 フリージアグループ本社ビル 1階 

電話番号 03‐6635‐1833   FAX 03‐6635‐1834 

 

案内図 

 
交通機関 都営新宿線岩本町駅 A1出口より徒歩 4分 

JR山手線神田駅東口出口より徒歩 5分 

東京メトロ銀座線神田駅３番出口より徒歩 5分 
 


